答　　申
審査会の結論

北九州市教育委員会（以下「実施機関」という。）が、平成18年5月9日付北九教総総第25号で審査請求人に対して行った処分は妥当である。

理　　由
第１　審査請求に至る経緯

１　審査請求人は、平成18年4月25日、北九州市情報公開条例（平成13年北九州市条例第42号。以下「条例」という。）第5条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

「北九州市教育委員会が管理する行政文書の保存期間を定めた行政文書」
２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成18年5月9日付で、行政文書の全部を開示する旨の決定（平成18年5月9日付北九教総総第25号。以下「本件処分」という。）を行い、審査請求人に通知し、審査請求人は、行政文書開示決定通知書を平成18年5月12日に受領した。

３　審査請求人は、平成18年5月23日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第6条の規定により、実施機関に対して審査請求を行った。

第２　審査請求人の主張要旨

１　審査請求の趣旨

　　審査請求の趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

２　審査請求の理由

　　　審査請求人が、審査請求書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している審査請求の主たる理由は、次のように要約される。

　（１）本件処分は、「全部開示」ではなく、「部分開示」であると判断せざるを得ない。

ア　開示された文書分類表の中に、文書分類名が「＊」表記された箇所が見受けられるので、実施機関に確認したところ、「「＊」は、個人名を含んでおり、コンピューターの画面上では個人名が入った文書分類名が視認できるが、情報公開などのため、印刷した場合は、その文書分類名が「＊」で印刷されるプログラムとなっている。」との説明を受けた。
イ  したがって、コンピューター画面上の文書分類名は、個人名を含んでいることが明白であり、情報公開制度の精神を生かして、個人名のみ黒塗りし、それ以外の情報はできる限り開示すべきである。
（２）「＊」は、文書分類名に値しない。

ア　文書分類表の文書分類名は、見出しであり、「＊」表記するのは不適切である。

イ　「＊」の文書分類名が15もあれば、どのような情報が含まれているか判別できず、分類名に値しないことは明白である。

　（３）実施機関は、都合の悪い行政文書を意図的に隠している。
　　　ア　開示された文書分類表では、他の地方自治体で見られるような、人事関係、施設設備関係等の現場から提出される行政文書の分類名・保存年月日等が見当たらない。

　　　イ　また、「学校運営実践目標設定・自己評価票（教頭用）」、「人事異動調書」及び「執務の記録」も見当たらない。

第３　審査請求に対する実施機関の説明要旨

実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

　１　本件行政文書の特定について
　（１）実施機関は、行政文書の保存期間を定めた行政文書として、文書分類表及び行政文書目録を保有している。

（２）他の地方自治体の例として審査請求人が添付した文書に相当するものは、行政文書目録である。行政文書目録は公表されることを前提に作成された文書で、文書館において一般に閲覧できるので、条例第2条第2号ただし書ウに該当し、開示請求の対象外であることから、文書分類表を本件行政文書とした。

２　「本件処分は、「部分開示」である」との主張について

　（１）「＊」は個人情報を含んだ文書を保存している場合の文書分類名として使用しているもので、「＊」そのものが文書分類名であり、現行文書管理システム（以下「新システム」という。）中のデータでも「＊」とされており、これ以外の情報は存在しないため、「全部開示」と判断した。
　（２）審査請求人に対して説明した内容（前記第2、2、(1)、ア）については、誤りであることが判明したため、後日、審査請求人に対して正しい説明を行ったが納得が得られなかった。

　３　「「＊」は、文書分類名に値しない。」との主張について

　（１）平成16年4月の新システムの導入以降においては、「＊」の文書分類名を付与していない。しかしながら、新システム導入時に、旧文書管理システムに登録されていたデータをそのまま移行したことにより、「＊」の文書分類名が残っている。

　（２）そもそも「＊」は、個人情報を含んだ文書名をそのまま記載することが適当でないと判断したことから表記されたものである。
　（３）文書分類表の文書分類名に「＊」表記されていても、行政文書目録の文書フォルダー名で内容を把握できるため、内部の事務処理、市民に対する情報公開などへの支障はない。

４　「都合の悪い行政文書を意図的に隠している。」との主張について

　（１）前記第3、1のとおり、本件請求の趣旨を踏まえて対象文書を適正に特定している。

　（２）「学校運営実践目標設定・自己評価票（教頭用）」及び「人事異動調書」（正式文書名は、「教職員異動調書」である。）は、保存期間1年未満としているため新システムに登録していない。また、「執務の記録」は、文書分類名「教職員人事原義・履歴書等」に分類され、この中に保存されている。

５　以上のとおり、本件処分は、条例の規定に合致しており、本件審査請求には理由がないものと考える。
第４　審査会の判断

１　本件行政文書の概要等

　（１）本件行政文書は、北九州市教育委員会文書規程（昭和47年北九州市教育委員会訓令第1号）第16条に規定する文書分類表である。
　　　　なお、行政文書の保存期間を定めた行政文書として、文書分類表のほかに行政文書目録が存在するが、当該目録は、情報公開制度における行政文書検索用資料として文書館で一般に閲覧させており、条例第2条第2号ただし書ウの「市民の利用に供することを目的として収集し、整理し、又は保存している図書、資料、刊行物等であって、一般に閲覧させ、又は貸し出すことができるとされているもの」に該当すると認められるので、開示請求の対象となる行政文書ではない。
　（２）文書分類表は、実施機関が管理する行政文書を系統的に分類し、その保存種別を表にまとめたもので、発生した行政文書を分類し、整理する上で指針的な役割を果たし、行政文書の保存から廃棄に至る基準を示すものであり、検索の有力な手段ともなるものである。
　　　　また、この文書分類表は、新システムにおいて電子情報として実施機関が保有しているもので、「所管課名」、「作成年月日」、「区分（目）」、「節」「文書分類名」及び「保存種別」の情報から構成されており、開示された文書分類表の中には文書分類名が「＊」表記のものがある。
　２　本件事案の争点

　　　本件審査請求における争点は、本件処分は「部分開示」であるとの審査請求人の主張が妥当か否かである。
３　審査請求人の「部分開示」の主張の妥当性について
　
　審査請求人は、「コンピューターの画面上では個人名が入った文書分類名が視認できるが、印刷した場合は文書分類名が「＊」で印刷されるプログラムとなっている」との実施機関の当初の誤った説明（その後訂正）などを根拠として、本件処分は、「全部開示」ではなく、「部分開示」である旨主張する。
　そこで、審査会は、審査請求人の主張が妥当であるか否かを判断するため、実施機関等から「文書管理システムを利用した文書事務の手引」や「文書分類名の新規作成等」のコンピューター画面のコピーなどの資料を取り寄せて、新システムにおける文書分類表の内容や作成手順などについて調査するとともに、審査会の委員2名が直接実施機関に出向いてコンピューターを稼動させ、文書分類表の文書分類名の「＊」表記などについて実際に確認した。
その結果、コンピューター画面上の文書分類表で、「＊」表記のみの文書分類名の存在を確認することができたが、個人名を含んだ文書分類名については、文書分類表中はもとより、新システムのどこにも見当たらず、また、改ざんした形跡も認められなかった。そして、コンピューター画面上の文書分類表の情報を用紙に出力してみても、コンピューター画面上の「＊」表記の文書分類名がそのままの形で用紙に印字されており、これは今回開示された文書分類表中の「＊」表記の文書分類名と同様のものであった。
以上のとおり、コンピューター画面上及び出力された用紙上のいずれにおいても「＊」表記のみの文書分類名となっており、「コンピューターの画面上では個人名が入った文書分類名が視認できるが、印刷した場合は文書分類名が「＊」で印刷されるプログラムとなっている」ことを裏付けるものはどこにも確認できなかった。
したがって、開示された「＊｣そのものが文書分類名であると認められることから、本件処分は、審査請求人が主張する「部分開示」ではなく、「全部開示」と判断することが妥当である。
４　審査請求人のその他の主張について
　（１）「＊」表記について

文書分類表は、前記第4、1、(2)のとおり、行政文書を系統的に分類し、その保存種別を表にまとめたもので、行政文書の保存から廃棄に至る基準を示すものであるとともに、検索の有力な手段ともなるものであり、文書分類名は、その見出しに相当するものである。
したがって、実施機関が、文書分類表において、「＊」表記の文書分類名を使用しているのは、市の保有する情報の一層の公開を図る条例の目的からも適切ではないと考えられるが、当審査会の判断を左右するものではない。

（２）その他
審査請求人は、審査請求の理由（前記第2、2）において、その他種々の主張をしているが、当審査会の判断を左右するものではない。
　

５　審査会委員の回避について

当審査会は5人の委員で組織されているが、本件事案の審査に関し、中野会長から、審査請求人と利害関係があるので、本件事案の審査に加わることについて回避したい旨の申出があった。

審査会としても、審査の公正・中立性に疑義を受けないようにという申出の趣旨を尊重し、審査会委員の総意により、この申出を認めた。

したがって、同会長は、本件事案の審査には関与していない。
　６　結論

以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
以上
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